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整理番号 2024M-031 

補助事業名： 2024年度 製品カーボンフットプリント・長寿命化に関する環境規制動向事業 

補助事業者： 日本機械輸出組合 

 

１ 補助事業の概要  

  https://www.jmcti.org/jigyou/pdf/2024jka_hojo_saving_energy.pdf 

 

（１）事業の目的 

1) 目的 

 有害物質に対する制限や廃棄物規制に加え、循環経済や炭素中立、持続可能性の確保ある

いは生物多様性の保護をカバーする製品の全ライフサイクルに関わる環境規制（主要国およ

び多国間環境協定）について情報を収集・共有することにより環境上適正な製品への設計対

応に役立てるのみならず、これらの環境特性に優れた製品・システムを内外に提供すること

でグローバルな環境問題の解決に役立てる。また、海外の非合理的な制度等の改善を求める

ことで、我が国企業の製品およびその取組が適正に評価される条件を整備する。 

 

2) 事業の背景、現状認識および取り組むべき課題 

 EUをはじめとする国際社会では、製品のライフサイクル全体にわたる持続可能性の確保

に向けた法制度の整備が急速に進展している。これらの動きは、製造業を含む企業活動に

大きな影響を与えており、新興国や途上国にも波及しつつある。EUは「持続可能な製品の

ためのエコデザイン規則（ESPR）」を施行し、ほぼすべての製品を対象に、耐久性、修理可

能性、リサイクル性、再利用性、環境フットプリントなどの持続可能性要件を設定してい

る。また、製品ごとの情報を電子的に管理・共有する「デジタル製品パスポート（DPP）」

の導入も盛り込まれており、段階的に適用が開始される予定である。さらに、「修理する権

利」指令が採択され、製造業者に対して製品の修理義務が課された。このように、製品の

ライフサイクル全体にわたる持続可能性の確保に向けた法制度の整備は、今後ますます重

要性を増すとともに、企業活動における必須の要件となっている。我が国企業としても、

これらの動向を注視し、積極的な対応が求められる。 

 

3）具体的な狙い、実施の意義および期待される効果 

 本事業の実施により、中小企業を含む我が国製造業が、輸出先や投資先各国における製品

関連の環境法規・制度に関する最新情報を一元的に把握・共有できる体制を整備することが

可能となる。これにより、各国の環境規制への的確な対応に加え、製品の長寿命化、省エネ

ルギー化、資源効率の向上といった循環経済への移行に資する設計・開発段階での戦略的取

り組みが促進される。さらに、本情報の活用により、環境対応コストの最適化、海外規制に

起因する市場参入障壁の低減、輸出取引先や顧客との信頼関係の構築といった副次的効果も
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見込まれる。こうした総合的な取り組みは、我が国製造業が新興国を含むグローバル市場に

おいて、環境性能と競争力を両立した製品を展開する上で大きな優位性をもたらすものであ

る。 

 

（２）実施内容(URLは 1 補助事業の概要のとおり) 

➀ 製品カーボンフットプリント・長寿命化に関する環境規制動向事業 

・環境規制で世界をリードするEUおよび欧州諸国の環境動向について実績のある在ブリュッ

セル法律事務所に情報収集・分析を委託。 

・原則季刊ベースで海外環境関連情報誌を作成・配信（ハードコピー、HPでの提供）すると

ともに、情報の翻訳、分析、配信（Ｅメール、HPでの提供）については必要に応じ実施。 

・海外の重要な法令の翻訳（英語、中国語以外の言語は主に英訳）、および関係各社への配

布或いはHPでの提供。 

・環境対応先進企業で構成する委員会での情報分析、対応の検討、諸外国への提言作成。 

・セミナー開催により広く一般に情報発信。 

 

②委員会、セミナーおよび意見提出 

ア セミナー、委員会開催 

「JMCエキスパートセミナー」 

ⅰ「EUの新体制とその主要政策および環境規制の展望」（2025.1.23 Zoomウェビナー 80名） 

 アキュメン パブリック アフェアーズ シニア・アドバイザー クリス・ポレット 氏 

ⅱ「EU および北米向け製品化学物質規制の最新動向と中国の化学物質規制および製品 CFP 

規制動向」（2025.3.5 Zoomウェビナー 113名） 

 東京環境経営研究所 所長 松浦 徹也 氏、 

日本テピア株式会社 テピア総合研究所 所長 高木 正勝 氏 

「グローバル環境対策委員会・環境政策動向専門委員会 合同会議」 

ⅰ 第1回（2024.9.27、web会議） 

・委員長の選任 

・「気候変動への対応の国際動向について」 

 経済産業省イノベーション・環境局 地球環境対策室長 前田 洋志 氏  

ⅱ 第2回（2024.10.31、web会議） 

「ウラノス・エコシステムで実現する産業横断のトレーサビリティ」 

 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター代表理事 藤原輝嘉 氏 

ⅲ 第3回（2025.2.7、web会議） 

「成長志向型の資源自律経済の確立に向けた取組について」 

 経済産業省 イノベーション・環境局 ＧＸグループ 資源循環経済課課長 田中 将吾 氏 

ⅳ 第4回（2025.3.4、web会議） 
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「EUサプライチェーン規制の最新状況および日本企業に求められる対応 ― ESPR，DPP等を

中心に」 

 サステナブルビジネス研究所 代表理事 多摩大学ルール形成戦略研究所客員教授  

市川 芳明 氏 

「環境法規専門委員会」 

ⅰ 第1回（2024.4.12、web会議） 

 委員長の選任および委員紹介 

 海外（EU、米国、スペイン、インド、イスラエル等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅱ 第2回（2024.5.10、web会議） 

海外（EU、英国、スペイン、米国、カナダ、台湾等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅲ 第3回（2024.6.14、web会議） 

 海外（EU、北米、インド、イスラエル、タイ等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅳ 第4回（2024.7.12、web会議） 

 海外（EU、ウズベキスタン、インド、中国等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅴ 第5回（2024.9.13、web会議） 

 海外（EU、米国、フィリピン、中国等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅵ 第6回（2024.10.11、web会議） 

 海外（EU、フランス、米国、中国、韓国等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅶ 第7回（2024.11.8、web会議） 

 海外（EU、フランス、英国、カナダ、米国、韓国等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅷ 第8回（2024.12.13、web会議） 

 海外（EU、英国、米国、インド、中国、台湾等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅸ 第9回（2025.1.10、web会議） 

 海外（EU、英国、米国、カナダ、インド等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅹ 第10回（2025.2.14、web会議） 

 海外（EU、米国、フランス、インド、ブラジル等）環境関連規制に関する情報交換 

ⅺ 第11回（2025.3.14、web会議） 

 海外（EU、米国、カナダ、イスラエル、中国等）環境関連規制に関する情報交換換 

 

イ 外国政府等への意見提出 

ⅰ カナダの再生プラスチック含有製品の認証プロトコル案に対するコメント（2024年4月

提出） 

ⅱ 米国カリフォルニア州のリサイクルシンボル禁止規制の改定案に対するコメント（2024

年5月） 

ⅲ 英国の包装および包装廃棄物に関する拡大生産者責任規則案2024に対するコメント

（2024年6月） 
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ⅳ インド 紙製、ガラス製、金属製の包装、および衛生製品を対象とする拡大生産者責

任規則案に対するコメント（2025年1月） 

  

1 2 
 

 
エキスパートセミナー講師 エキスパートセミナー講演中画面 

3 4 
  

環境関連委員会における専門家講演 環境関連委員会講演中画面 

 

２ 予想される事業実施効果 

（１）世界の主要国における最新の環境関連規則を収集・翻訳し、企業に提供することで、

多くの企業が迅速かつ正確な情報を共有できる環境を整えることができる。 

（２）世界の環境規制に素早く対応することで、わが国企業が法令を遵守するだけでなく、

安全性や省エネ、長寿命といった特性を備えた製品の開発を促進させ、その結果、海

外市場での競争力向上に寄与するとともに、地球温暖化やプラスチック汚染などのグ

ローバルな課題解決にも貢献することが期待される。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

2024年度環境モニタリングレポートenvironment Update 

https://www.jmcti.org/kankyog/kankyo_joho/hojo/jmc_2024_kankyog.pdf 
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４ 事業内容についての問い合わせ先 

 団 体 名： 日本機械輸出組合（ニホンキカイユシュツクミアイ） 

 住  所： 〒105-0011 

  東京都港区芝公園3丁目5番8号 機械振興会館 

 代 表 者： 理事長 國分 文也（コクブ フミヤ） 

 担当部署： 環境・安全（カンキョウ・アンゼン）グループ 

 担当者名： 環境・安全グループグループリーダー 河合洋一（カワイ ヨウイチ） 

 電話番号： 03-3431-9230 

 F A X  ： 03-3436-6455 

 E-mail ： y-kawai@jmcti.or.jp 

 ＵＲＬ ： http://www.jmcti.org/  


